
新型コロナウイルス感染症に関連する補

助金や助成金のうち、比較的利用しやすい

事業者向けのものをご紹介します。 

持続化給付金 

 感染症拡大により、特に大きな影響を受

ける事業者に対して、事業の継続を下支え

し、再起の糧とするため、事業全般に広く

使える給付金を支給する制度です。本年５

月１日より受付を開始しています。 

 対象者は、主に新型コロナウイルス感染

症の影響により売上げが前年同月比で 50％

以上減少している事業者となります。中堅

企業、中小企業、小規模事業者、フリーラン

スを含む個人事業者や医療法人、農業法人、

NPO法人、社会福祉法人など会社以外の法人

についても幅広く対象となりますが、資本

金 10億円以上の大企業は除かれます。 

 受給金額上限は、個人事業者の場合 100

万円、法人の場合は 200万円となります。 

雇用調整助成金 

 景気の変動、産業構造の変化その他の経

済上の理由により、事業活動の縮小を余儀

なくされた事業主が、一時的な雇用調整（休

業、教育訓練または出向）を実施すること

によって、従業員の雇用を維持した場合に

助成されます。 

学校休業に伴う保護者の有給取得に助成金 

新型コロナウイルスの感染拡大防止策と

して、小学校等が臨時休業した場合等に、

その小学校等に通う子の保護者である労働

者の休職に伴う所得の減少に対応するため、

正規雇用・非正規雇用を問わず、有給の休

暇（年次有給休暇を除く）を取得させた企

業に対する支援策として、新型コロナウイ

ルス感染症による小学校休業等対応助成金

が創設されています。 

自治体の休業要請に応ずる事業者へ協力金 

 一部の地方自治体では、事業者に施設の

使用停止や営業時間短縮の要請がされまし

た。休業等の対象となる施設運営者で、こ

の依頼に応じて休業等に全面的に協力した

中小企業及び個人事業主に対して、感染拡

大防止協力金が支給されます。 

 東京都の場合、支給額は 50万円（２事業

所以上で休業等に取り組む事業者は 100 万

円）です。 
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新型コロナウイルス感染症に関連する 

事業者向け助成金等 

制度を活用しま

しょう！ 


